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１ 産業廃棄物３Ｒ実践方針

会 社 名

ＴＥＬ

事業者には、解体の段階で他の廃棄物と仕訳分別し不純物を排除することを依頼する。

　リサイクル製品としてのＲＣ材は、その品質の確保に取り組むと共に、製品の利用方

吉 川 賢

所 在 地

年 度 長 野 県 産 業 廃 棄 物 ３ R 実 践 計 画 書

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

コンクリート廃材の受入後は、所定の場所に保管後適正に処理する。

連 絡 先

住 所

代 表 者 名

(複数ある場合はそれぞれ記入）

担 当 部 署

代表取締役

許 可 番 号

処理し再利用を進めるかにある。

　コンクリート廃材の発生はコンクリート構造物の解体により発生することから、排出

区 分

処 理 施 設

は困難なものといえる。中間処理業としての役割は、コンクリート廃材をいかに適正に

民への事業の理解を深めてもらうよう努める。

担 当 者 名

ことにより使用範囲を広める努力をしていく。

　また、処理施設の地域への公開等、情報提供を積極的に推進することにより、地域住

所　　在　　地

10

施 設 名

リサイクルセンター

ＦＡＸ

中間処理

〒

最終処分

7

　令和 7

法として、現在利用されている舗装路盤材、敷砂利等の他の利用方法を検討し提案する

令 和 　7   年 度協 定 期 間

飯 田 生 コ ン 株 式 会 社

２ ０ ２ ３ ０ ３ ７ ２ ９ ５

　コンクリート廃材の発生は経済産業の活性化とともに増加する傾向にあり、その抑制
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２ 取組み目標

　（１）リサイクル率目標値 （中間処理の場合）

令和 6 年度 令和

　（２）再生利用量目標値 （中間処理の場合）

令和 6 年度 令和

　（３）最終処分量目標値

令和 6 年度 令和

金属くず

100100

過 年 度 実 績 値

5.0

14.0

令和

目 標 値

コ ン ク リ ー ト 塊

0ア ス フ ァ ル ト 塊

100

5 年度

100 100

実 績 値

31,482

建設混合廃棄物

5

3.2

100

年度

7.0

10.2

7廃 棄 物 の 種 類

実 績 値

年度

実 績 値

100

4

4

年度

当年度目標値

令和

（％）

年度5 年度

100

コ ン ク リ ー ト く ず 100 100 100

ア ス フ ァ ル ト 塊

28,496

実 績 値目 標 値

コ ン ク リ ー ト 塊 30,000

年度

23,918

（ｔ）

7,784

0 00

25,431

2.3

（ｔ）

7.0

令和

5,441 7,564

当年度目標値

コ ン ク リ ー ト く ず 6,000

そ の 他 が れ き 類

4

全　　体 36,28036,000 30,872

廃 棄 物 の 種 類

木 く ず 7.5

過 年 度 実 績 値

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 2.0

年度

実 績 値 実 績 値

7

目 標 値 実 績 値

年度 令和

実 績 値

7令和 令和

実 績 値

100

100

100

全　　体 17.7

100

0.00.0

0.0

0.0

0.0

当年度目標値

廃 棄 物 の 種 類

過 年 度 実 績 値

全　　体

100

0.0

18.113.2

0.7

0.0

9.0

2.6

6.5

.0.03
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３ 産業廃棄物管理体制

　取扱う産業廃棄物の全体的な管理については、工場

長を統括管理責任者として適正な管理を行う。

　処理施設については、法律で定められた施設技術管

理者（破砕･リサイクル施設技術管理士）のもと適切

な施設運用を図る。統括管理責任者と施設技術管理者

及び安全衛生推進者とは連絡を密に取り合い、災害の

防止のための措置、トラブルの解消等の対処をすると

ともに、施設内及び施設周辺の環境美化に努める。

＊必要に応じ管理体制組織図等を添付する。

４ 産業廃棄物の種類、処理量、処理方法、排出ガス、排出水等に関する情報公開

５ 産業廃棄物処理施設の地域への公開、説明

：

：

６ （中間処理業のみ）

７ 従業員教育（研修）計画

関係機関が開催する研修会、講習会等に参加し廃棄物処理法等の関
係法令の修得、廃棄物処理の現状等を理解する。

社員研修において、関係法令の理解、適正処理改善方法等の教育を
実施する。

最終処分場

現 地 確 認 計 画

リサイクルセンター 有 無

公開計画の有無施 設 の 名 称

無

㈲ 田切
ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

地元住民、及び自治会関係者を対象とした施設の公
開、説明会等は随時実施する。

有

区　分 廃 棄 物 の 種 類

公開 計画の概要又は公開 計 画無 しの 理由

中間処理場

役職員研修

廃プラスチック類 　同　上

教 育 （ 研 修 ） 計 画 内 容項　　　目

中間処理・最終処分を委託する場合の処理業者（施設）現地確認計画

木くず
工場長は、半年に１回処分場施設の現地確認を行い廃棄
物が適正に処理されているかを確認する。

職員の教育

　当社のホームページを利用して、廃棄物の種類、年度ごとの処理量等を公開する。

また、工場の稼働状況、処理方法等については地元住民からの要望等に応じ随時説明会

等を開催する。なお、施設にトラブルが発生した場合においては、速やかに対処すると

共に、その原因の究明、再発防止策について情報を公開し、地域住民との信頼関係維持

に努める。

ﾏﾆﾌｪｽﾄ管理者

矢澤文彦

代田 聖道 矢澤文彦

久保田 美里

統括管理責任者(工場長)

施設技術管理者 安全衛生推進者

-3-



８ 排出事業者への協力要請

９ リサイクル技術向上に向けた取組み

１０ 不法投棄・不適正処理を発見した場合における協力体制

１１ 自社処理廃棄物の管理方法

１２ その他協定の目的達成のため、独自に取組む事項

＊環境ISO 14001、エコアクション21等

ター）の導入等を含む。

　に行い発注機関への提案、要望等を行っていく。

・リサイクル製品を有効かつ効率的な利用を推進するため、利用方法等の検討を積極的

  ・夏季休暇(旧盆)、及び年末・年始休暇等の長期休暇前には工場周辺の道路清掃を実施し

・環境認証制度※の取得、電子マニフェスト（公共財団法人 日本産業廃棄物処理振興セン

関係機関に連絡するよう指導する。

該当する廃棄物無し

異常行動をする不審者を発見した場合には個人で対処することなく、直ちに警察、又は

  丁寧に対応する。

ついて、現場での仕訳分別を的確に行うことの重要性を理解してもらうとともに、特に

管理型の壁材、金属くず、及び有害廃棄物等の混入を防止するよう依頼する。

　社員研修や外部講習会に参加することにより知り得た情報や技術改善提案を積極的に

水平展開し、より安全に効率の良いリサイクル技術の向上に向け努力する。

　不適正処理された廃棄物を発見した場合、または工場に持ち込まれた場合は、直ちに

関係機関に連絡し必要な情報提供を行う。また、従業員が不法投棄の現場を発見、又は

・散水車により適時、粉塵飛散防止対策として構内及び隣接道路に散水を実施する。

・電子マニュフェストを積極的に導入し対応している。

  道路環境維持に努める。

・それぞれの行事を通じ地域貢献を図るとともに、地元地区からの意見要望に対しても

　コンクリート殻等を排出する解体業者、建設会社に対して解体時に発生する廃棄物に
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